
                      

（事例 6） 住宅取得等のための金銭の贈与の特例の適用を受けている場合 

 

 

 

居住開始年月日 平成17年11月20日 

                    （家屋）        （土地等） 

取得対価の額             20,000,000円      25,000,000円 

総床面積又は総面積          100㎡          120㎡ 

居住用部分の床面積又は面積      100㎡          120㎡ 

居住用割合              100％              100％ 

 

資金の調達状況 

住宅借入金等に関する事項 

   住宅借入金等の内訳   「住宅及び土地等」 

   年末残高（当初借入金額） 29,800,000円（30,000,000円） 

住宅取得等のための金銭の贈与の特例に関する事項 

  住宅取得等のための金銭の贈与を受けた金額        5,000,000円 

  住宅取得等のための金銭の贈与の特例の適用を受けた金額  5,000,000円 

  

 

 

（注） 住宅取得等のための金銭の贈与の特例を受けた場合の住宅借入金等特別控除の適用に当たって、住宅借

入金等の金額の合計額が家屋の取得の対価の額等（以下「取得対価の額」という。）を超えるかどうかの判

定は、取得対価の額から当該特例の適用を受けた金額を差し引いた金額を基に行うこととなる（措通 41－

23（注）２）。 

     この場合、取得対価の額から差し引く「特例の適用を受けた金額」とは、具体的には、次の特例に応じ

て次の金額となる。 

    ① 「住宅取得資金等の贈与の特例（旧措法 70 条の３）」の適用を受ける場合 

      ･･･ 住宅取得資金等の贈与の特例の適用を受けた金額 

（当該金額が 1,500 万円を超える場合には、1,500 万円） 

    ② 「相続時精算課税選択の特例（措法 70 条の３）」の適用を受ける場合 

      ･･･ 贈与を受けた住宅取得等資金（③の金額を控除した残額）の金額 

（当該金額が 2,500 万円を超える場合には、2,500 万円） 

    ③ 「住宅資金特別控除の特例（措法 70 条の３の２）」の適用を受ける場合 

･･･ 住宅資金特別控除の特例の適用を受けた金額 

（当該金額が 1,000 万円を超える場合には、1,000 万円） 
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〔控除額計算明細書〕 
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